
自主

様式第二号の八（第八条の四の五関係）

殿

提出者

　住　所

　氏　名

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

電話番号

ＴＥＬ（連絡先）：

当該事業場に関する事項

① 事業の種類 (具体的には）

② 事業の規模 百万円

百万円

床

百万円

（上記項目に該当しない場合にはこちらに記載をしてください。）

③ 従業員数

④

五洋建設株式会社　東京土木支店・東京建築支店

東京都文京区後楽2-6-1 住友不動産飯田橋ﾌｧｰｽﾄﾀﾜｰ33F

０３－３８１７－８６９３

事 業 場 の 所 在 地

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律第12条第９項の規定に基づき、産業廃棄物の減量その他その処理に関する計画
を作成したので、提出します。

事 業 場 の 名 称
自主管理事業登録番号

(     1257     )

２ 〇
法定

（第１面）

産業廃棄物処理計画書

横須賀市長

令和7年6月12日

東京都文京区後楽2-6-1 住友不動産飯田橋ﾌｧｰｽﾄﾀﾜｰ33F

五洋建設株式会社　東京土木支店
常務執行役員東京土木支店長　近藤　敬士

０３－３８１７－８６９３

2024年度完工　1,793億円

724人

※　産業廃棄物の種
類ごとに記入

建設業

※　前年度実績を記
入、医療機関は前年
度末時点の病床数を
記入。 その他の業種

別添１ 処理工程図のとおり

計 画 期 間 令和 ７ 年 ４ 月 １ 日 ～ 令和 ８ 年 ３ 月 31 日（ １ 年間）

Ｄ－建設業

病床数

建設業

売上高

医療機関

製造業 製造品出荷額

エリア内元請完成工事高

産業廃棄物
の一連の処
理の工程



産業廃棄物の処理に係る管理体制に関する事項

（管理体制図）

産業廃棄物の排出の抑制に関する事項

【前年度（令和 ６ 年度）実績】

産業廃棄物の種類数 種類

①　排出量 ｔ

（これまでに実施した取組）

【（令和 ７ 年度）目標】

産業廃棄物の種類数 種類

①　排出量 ｔ

（今後実施する予定の取組）

産業廃棄物の分別に関する事項

（分別している産業廃棄物の種類及び分別に関する取組）

（今後分別する予定の産業廃棄物の種類及び分別に関する取組）

現状

計画

これまでの取り組みは継続実施
・PC化による熱帯型枠材使用の削減。
・建設汚泥の場内再資源化及び場内利用の促進。

・安定型産業廃棄物及びそれ以外の産業廃棄物並びに有害物質含有廃棄物等の分別。
・再資源化が可能な産業廃棄物については、再資源化施設の受け入れ条件を勘案して分別。旧BCSで決めた１
４種類分別を基本とする。

これまでの取り組みは継続実施
・混合廃棄物排出量の削減を重点に指導していく。
・廃プラを重点に、委託する中間処理施設が再資源化しやすくなる現場での分別を検討する。

② 計画

①

*　種類ごとの本年度排出目
標量は、別紙のとおり。

・打ち込み型枠、システム型枠、鋼製型枠などの採用による使用済み型枠材の発生抑制及び熱帯材型枠の転
用促進。
・現場に搬入される資材の梱包材の削減及び過剰梱包の抑制。
・ｺﾝｸﾘｰﾄ塊の現場内での再資源化・自ら利用の促進

5

2,440.8

現状

5

2,711.8

②

（第２面）

別添２ 管理体制図のとおり

*　種類ごとの前年度排出量
は、別紙のとおり。

①



自ら行う産業廃棄物の再生利用に関する事項

【前年度（令和 ６ 年度）実績】

ｔ

（これまでに実施した取組）

【（令和 ７ 年度）目標】

ｔ

（今後実施する予定の取組）

自ら行う産業廃棄物の中間処理に関する事項

【前年度（令和 ６ 年度）実績】

ｔ

ｔ

（これまでに実施した取組）

【（令和 ７ 年度）目標】

ｔ

ｔ

（今後実施する予定の取組）
②

⑦　自ら中間処理により減量する産業廃
棄物の量

*　種類ごとの本年度自ら中
間処理により減量する量は、
別紙のとおり。

自ら中間処理を行う計画は無い

・コンクリート塊の現場内での再資源化・自ら利用の促進。

これまでの取り組みは継続実施
・建設汚泥の場内再資源化及び場内利用の促進。

現状

⑦　自ら中間処理により減量した産業廃
棄物の量

自ら中間処理を行うことは無い

計画

0.0

0.0
②＋⑧　自ら再生利用を行う産業廃棄物
の量

*　種類ごとの本年度自ら再
生利用量は、別紙のとおり。

⑤　自ら熱回収を行う産業廃棄物の量 0.0
*　種類ごとの本年度自ら熱
回収を行う量は、別紙のとお
り。

0
②＋⑧　自ら再生利用を行った産業廃棄
物の量

*　種類ごとの前年度自ら熱
回収を行った量は、別紙のと
おり。

①

⑤　自ら熱回収を行った産業廃棄物の量

① 現状

0
*　種類ごとの前年度自ら中
間処理により減量した量は、
別紙のとおり。

0

（第３面）

② 計画

*　種類ごとの前年度自ら再
生利用量は、別紙のとおり。



自ら行う産業廃棄物の埋立処分又は海洋投入処分に関する事項

【前年度（令和 ６ 年度）実績】

ｔ

（これまでに実施した取組）

【（令和 ７ 年度）目標】

ｔ

（今後実施する予定の取組）

産業廃棄物の処理の委託に関する事項

【前年度（令和 ６ 年度）実績】

ｔ

ｔ

ｔ

ｔ

ｔ

（これまでに実施した取組）

・混合廃棄物の再資源化の推進と適正処理のための施設を有する中間処理施設への委託。
・委託契約前時点での処理施設の管理状況情報収集。
・委託契約書記載事項の店社での確認及び指導。
・電子マニフェスト利用可能業者への処理委託の推進。

② 計画

⑪　優良認定処理業者への処理委
託量

2,711.8

① 現状

① 現状

③＋⑨　自ら埋立処分又は海洋投入処
分を行った産業廃棄物の量

*　種類ごとの本年度自ら埋
立処分又は海洋投入処分を
行う量は、別紙のとおり。

0.0

（第４面）

*　種類ごとの前年度自ら埋
立処分又は海洋投入処分を
行った量は、別紙のとおり。

自ら産業廃棄物の埋め立て処分等を行うことは無い

0

③＋⑨　自ら埋立処分又は海洋投入処
分を行う産業廃棄物の量

⑩　全処理委託量

⑭　認定熱回収業者以外の熱回収
を行う業者への処理委託量

⑬　認定熱回収業者への処理委託
量

2,711.8

0

自ら産業廃棄物の埋め立て処分等を行う計画は無い

11.1

⑫　再生利用業者への処理委託量

0

*　種類ごとの前年度処理委
託量は、別紙のとおり。



【（令和 ７ 年度）目標】

ｔ

ｔ

ｔ

ｔ

ｔ

（今後実施する予定の取組）

※　事務処理欄

*　種類ごとの本年度処理委
託量は、別紙のとおり。

0.0

10.1

2,440.8

⑬　認定熱回収業者への処理委託
量

⑪　優良認定処理業者への処理委
託量

⑫　再生利用業者への処理委託量 2,440.8

⑩　全処理委託量

② 計画

⑭　認定熱回収業者以外の熱回収
を行う業者への処理委託量

これまでの取り組みは継続実施
・処理委託施設の現地確認頻度の向上。
・処理マテリアルフローを明確に公表し、有価売却先や数量まで見える化している処理業者との連携。
・２次修理委託先の処理に関しても単純焼却では無く、サーマル・マテリアルリサイクルの割合が高い等高レベル
での再資源化を実施している処理業者に優先して委託するように指導する。
・委託契約書の電子化推進

0.0

（第５面）



備考

1

2 　当該年度（令和７年度）の６月30日までに提出してください。

3 　「当該事業場において現に行っている事業に関する事項」の欄は、以下に従って記入してください。

(1) 　①欄には、日本標準産業分類（中分類）の区分を記入してください。

(2)

(3)

4

5

6

7 　第５面の※欄には、何も記入しないでください。

　それぞれの欄に記入すべき事項の全てを記入することができないときは、当該欄に「別紙のとおり」と記入し、当該欄に記入すべ
き内容を記入した別紙を添付してください。また、それぞれの欄に記入すべき事項がないときは、「―」を記入してください。

（第６面）

　②欄には、製造業の場合における製造品出荷額（前年度実績）、建設業の場合における元請完成工事高（前年度実績）、医
療機関の場合における病床数（前年度末時点）等の業種に応じ事業規模が分かるような前年度の実績を記入してください。

　④欄には、当該事業場において生ずる産業廃棄物についての発生から最終処分が終了するまでの一連の処理の工程（当該
処理を委託する場合は、委託の内容を含む。）を記入してください。

　また、前年度（令和６年度）の産業廃棄物の発生量が1,000トン未満の事業場にあっては、神奈川県・横浜市・川崎市・相模原市・
横須賀市が推進する廃棄物自主管理事業へ参加するにあたり、事業場ごとに１枚作成し、提出してください。

　この様式は、前年度（令和６年度）の産業廃棄物の発生量が1,000トン以上の事業場ごとに１枚作成し、提出してください。

　「産業廃棄物の処理の委託に関する事項」の欄には、産業廃棄物の種類ごとに、全処理委託量を記入するほか、その内数とし
て、優良認定処理業者（廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令第６条の11第２号に該当する者）への処理委託量、処理業者
への再生利用委託量、認定熱回収施設設置者（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第15条の３の３第１項の認定を受けた者）で
ある処理業者への焼却処理委託量及び認定熱回収施設設置者以外の熱回収を行っている処理業者への焼却処理委託量につい
て、前年度実績、目標及び取組を記入してください。

　「自ら行う産業廃棄物の中間処理に関する事項」の欄には、産業廃棄物の種類ごとに、自ら中間処理を行うに際して熱回収を行っ
た場合における熱回収を行った産業廃棄物の量と、自ら中間処理を行うことによって減量した量について、前年度の実績、目標及
び取組を記入してください。



別添１ 処理工程図

発生源 廃棄物 再利用・処理・処分

解体工事

躯体工事

仕上工事

場内で再生処理建設汚泥処理土として場内利用

解体工事

躯体工事

仕上工事

杭工事

がれき類

ガラス・

ｺﾝｸﾘｰﾄ・

陶 磁 器

汚 泥

天日乾燥 流動化埋め戻し材

流 動 化

建設汚泥処理土

凝集固化

脱 水

薬液固化

混 錬

分 級

埋立処分（安定型）

埋立処分（安定型）

石綿含有廃棄物

処理委託後の範囲

躯体工事

仕上工事

解体工事

躯体工事

仕上工事

解体工事

山留工事

解体工事

躯体工事

仕上工事

解体工事

杭工事

山留工事

解体工事

躯体工事

仕上工事

廃プラ

金属類

紙くず

木くず

繊維くず

混合廃棄物

ﾀﾞﾝﾎﾞｰﾙ類

雑誌くず

手選別

圧 縮

各品目の処理フローへ

機械選別

破 砕

破砕・造粒 固形燃料(RPF)

熱資源・発電

埋立処分（管理型）

残さ

焼却

燃料チップ

発酵

破砕・造粒

堆肥化

圧 縮

圧 縮

熱資源・発電

再生紙原料

固形燃料(RPF)溶融

破砕・溶融

圧 縮

破 砕

再生金属

固形燃料(RPF)

セメント原料化

プラスチック原料

熱資源・発電

埋立処分（安定型）

溶融

焼却

圧 縮

破 砕

再生砕石

再生砂

埋立処分（安定型）

再生砕石・砂

石膏ボード原料

埋立処分（安定型）

破 砕

破 砕

破 砕



別添２ 管理体制図

土木部長

社 長

副 社 長

安全環境担当役員

安全環境本部長

安全環境本部

土木本部長 建築本部長

土木本部

安全品質環境部 建築部

工事所長

安全品質環境部長）

工事所長

建築部長

建築本部

東京建築支店長東京土木支店長

土木部

協力業者処分業者収集・運搬業者

建設廃棄物処理管理体制図

【本 社】

【支 店】

【処理業者】
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